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要�約：日本は世界に類を見ないスピードで高齢化と人口減少が同時並行的に進んでおり、住み慣れた
地域で自分らしい生活を継続するために地域包括ケアシステムが構築されつつある。一方、精神障
害者の社会的入院を解消するため、地域へ退院促進政策が進められている。精神障害者は医療ニー
ズが高く、生活支援が必要であるという点は高齢者と共通している。精神障害者が地域で安定した
生活を営むためには、地域包括ケアシステムの概念枠組みを精神障害者ケアに適用し、共通の資源
の活用を目指し、社会保障費の総コストを削減していく必要がある。
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４．おわりに

１．地域包括ケアの目指すところと地域特性

　平成 27 年版高齢社会白書によると、平成 26 年 10 月１日現在の高齢化率は 26.0％となっている。
この値は平成 72 年（2060 年）には 39.9％まで上昇し、2.5 人に１人が 65 歳以上、４人に１人が 75
歳以上を占める推計がある。また平均寿命も４年ほど伸び、男性 84.19 年、女性 90.93 年と推計され
ている。日本は世界に類を見ないスピードで高齢化と人口減少が同時並行的に進んでいる1）。
　こうした背景を受けて、厚生労働省は、第１次ベビーブーマー世代が後期高齢者となる 2025 年を
ひとつの区切りとして、住み慣れた地域で自分らしい生活を継続できるように、住まい・医療・介護・
予防・生活支援を提供する、いわゆる「地域包括ケアシステム」の構築を目指している2）。また、地
域包括ケアシステムは、３年ごとの介護保険事業計画の改定を通じて、保険者である市町村や都道府
県が地域ケア会議を開催しながら地域特性に応じたシステムを構築していくこととされている。高齢
者の社会保障給付費は平成 24（2012）年度は 108 兆 5,586 億円となり、高齢者関係給付費はそのうち
68.3％を占めている1）。各地方公共団体では、自助・互助・共助・公助を組み合わせながら健康寿命
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を延伸し、要介護状態や要医療状態となることを予防するための活動と、高齢者に対する生活支援と
医療をはじめとする様々なサービス提供体制の構築について知恵を絞り、限られた財源と人材をいか
に活用するかを走りながら考えている。
　平成 25 年３月に出された地域包括ケア研究会報告書では、都市部では自助によるサービス購入が
可能であり、都市部以外の地域では民間市場は限定的で互助が中心的役割を担うと指摘している。ま
た少子高齢化の影響を考慮すると、自助や互助の果たす役割が大きくなるとの指摘がある2）。つまり
都市部と都市部以外の地域の特徴を整理すると、図１のように示すことができる。都市部では、共助
によるサービスの充実を進めつつ、住民の自助や互助の力を育てるような先手予防型の取り組みが必
要である。一方、都市部以外の地域では不足している共助によるサービス提供体制の仕組みを開発し
ながら、自助や互助のつながりを活かしたご当地システムを構築していく必要がある。特に過疎化が
進んでいる地域等では、採算不十分なため共助を中心としたサービス提供体制の整備が困難な場合が
あるため、隣接する地域と共同してケアを提供する仕組みやコンパクトシティ化の推進など、住民と
協議を重ねながら方向性を見出していく必要がある。
　また、地域包括ケアは５つの構成要素からなる。すなわち、介護・リハビリテーション、医療・看
護ケアサービス、保健・予防サービスと、前提である住まいと生活支援・福祉サービスである2）。こ
れらのサービスは自立生活を促進するための先手予防型サービスと、主に要介護や要医療状態となっ
た後に提供される事後対処型サービスに大別できる。先手予防型サービスを拡充し、健康寿命の延伸
につなげる活動と、共助や公助の一定の枠組みの中で効果的に事後対処型サービスを提供していく取
り組みの双方が必要だが、いずれの活動を重点的に行うかは各地域の特性や財政状況等による面が大
きい。また、人員や財源が限られていることを考慮すると、同じ疾患や家族構成でも利用されている
サービスに個人差が生じている現状を、定額報酬制の導入などにより是正することが必要である。

２．日本における精神障害者ケアの課題

　日本における精神障害者ケアの課題は様々あるが、以下では二点に分けて整理する。

図１　都市部と都市部以外の地域における地域包括ケアシステムの特徴
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　第一は、精神障害者の社会的入院を長期にわたり可能としてきた仕組みにまつわる課題である。日
本は人口 1,000 人あたりの精神科病床数が 2.7 であり、OECD 加盟国の中で最多となっている3）。そ
の背景には精神障害者の社会的入院が容認されてきた背景がある。この問題を改善すべく、平成 16
年に厚生労働省は「精神保健医療福祉の改革ビジョン」を発表し、入院医療中心から地域生活中心へ
大きく方針転換した4）。この施策では長期にわたって入院している患者の退院促進を目指していたが、
皮肉にも新たに毎年約５万人が１年以上の長期入院するという事態を生んでおり、医療費の増加の一
因となっている5）。この背景には、精神障害者の退院促進のスピードと地域で安定した生活を継続す
るための仕組みや社会資源の整備が十分に追いついていないため6）、再入院率が高くなっているとい
う課題もある7）。さらに、病状悪化を来した精神障害者が妄想めいた発言や大声を出すなどの問題行
動を呈することがある。日本は欧米に比べて精神障害者に対する偏見が強いと言われており8）－10）、介
護や認知症の問題は「高齢になれば誰もがなり得る問題」として社会的関心が高まっているが、同じ
く脳の疾患であり 100 に１人が罹患する統合失調症は認知度が低く、疾病や障害に対する住民の理解
も十分に深まっていない11）。こうした社会的背景や都市部の住宅過密化等の住環境の影響もあり、近
隣の住民から地域で生活する精神障害者に対する苦情や相談が保健所や保健センターに相次いで寄せ
られており、保健師はその対応に苦慮している12）、13）。保健師が対応している理由は、地域住民全体の
健康の維持・向上を支援する立場にあり、医療や看護の知識を活かし、精神障害者が地域で生活する
ための支援に関するノウハウも持っているためである。公務員であり公共の福祉をまもる役割も担っ
ているため、精神障害者と住民の双方に関わることができるというメリットがある。中には精神保健
福祉士を配置している地方公共団体もあるだろう。また、警察官も住民と精神障害者の双方に関わる
ことのできる職種である。精神保健福祉法に規定されている一般・警察官等からの申請通報届出数は
年々増加の一途をたどっており、平成 25 年度は 23,177 件と前年度比で約１割増加しており、医療保
護入院届出数も 211,980 件と前年度比で 1.2％増加している14）。これらの値は精神障害者の地域移行が
進むのと並行して増加している。専門家や当事者だけでなく、地域住民も巻き込んで精神障害者が住
民として地域で生活していくことについて考えていく必要性を示唆している。
　第二は、地域における精神障害者に対する保健医療福祉サービス提供の仕組みにまつわる課題であ
る。平成 26 年に日本は 2014 年に障害のある人の権利に関する条約に批准した15）。精神保健福祉法も
改正され、医療保護入院における保護者制度を廃止し、家族等いずれかの者の同意を要件とすること
を定めた16）。また厚生労働省の「長期入院精神障害者の地域移行に向けた具体的方策に係る検討会」
では、社会的入院を解消するために病床転換型居住系施設化を容認する取りまとめがされた5）。さら
に平成 27 年には障害者総合支援法17）が施行され、難病も含めた障害者へのケアシステムを構築する
ため、ニーズに基づき基本指針・障害福祉計画を策定することや、その定期的な検証・見直しを法定
化すること等が盛り込まれた。介護サービスの給付に関する仕組みは、市町村に基幹相談支援センター
を設置し、障害者の福祉サービスの必要性を判定する際に障害者の心身の状況（障害程度区分）、生
活実態の状況、サービスの利用意向等を総合的に勘案した上で支給決定を行うこととされている18）。
障害者の場合、個人の能力や障害の程度に応じて訓練や就労といった社会復帰に関する項目が含まれ
ている点が異なるが、概ね介護保険制度に酷似した仕組みを用いてサービスの支給決定が行われてい
る。しかし、精神障害者と高齢の障害者に対する支援については今後の検討事項とされており、明確
な方向性は示されていない19）。平成 26 年版障害者白書によると精神障害者は 320 万 1,000 人おり、
このうち 65 歳以上の者が 115 万人（約 35.9％）を占めている20）。高齢化の波はここにも押し寄せて
おり、もはや待ったなしの状況にある。
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　また、米国では精神障害者は糖尿病や循環器疾患、肥満等の生活習慣病によって一般人口よりも
25 年早逝するとの報告がある21）。多くの精神障害者が生活保護を受給し、国民健康保険の被保険者
であることを考慮すると、医療費削減と精神障害者の身体的な健康を維持・向上させるための予防的
介入は重要な課題である。しかし、データヘルスとの連動や、精神障害者の精神症状や特性に合わせ
た保健指導などは十分に行われていない。さらに多くの精神障害者は親世代と同居しており、家族ケ
アに依存してきた部分が多いが、親世代が高齢化してきているため、親が要介護状態となったり、親
亡き後に精神障害者が突然一人暮らしを余儀なくされ、病状悪化を来すことが課題となっている22）。
猿田らが精神障害者の家族会を対象として行った「親亡き後」の不安に関する調査では、医療継続や
日常生活の維持に関すること、集団生活に関することが多くあげられていた23）。つまり精神障害者に
対するこれまでの保健医療福祉サービスの提供システムは、病状悪化を防ぐ先手予防型サービスは一
部存在していたものの、家族ケアに依存し、精神障害者の病状悪化時に行政（保健所・保健センター）
や警察が家族や住民からの相談に応じ、医療機関と協力しながら治療につなげるための支援をすると
いう事後対処型であったと言える（図２）。しかし、今後障害福祉サービス等の利用計画立案や地域
移行支援・地域定着支援を円滑に進めていくためには、公助による事後対処型サービスから自助や共
助による先手予防型サービスの充実へと転換を図ることが必要である。同時に住民の精神障害者に対
する理解を深めるための普及啓発活動を進め、互助の力を育てていく必要がある。

３．地域包括ケアシステムの精神障害者ケアへの適用の可能性

　WHO の「健康の社会的決定要因」では、貧困や社会的排除は疾病罹患率や死亡率を高める一因と
されており、障害や社会的孤立により支援へのアクセスが困難になり、さらなる貧困や社会的排除が
もたらされるという悪循環を生み出していると指摘されている24）。この悪循環を断ち切り、精神障害
者が地域で安定した生活を営むためには、地域包括ケアシステムの５つの構成要素を精神障害者ケア
に取り入れることが必要である。すなわち、精神障害者が地域で安心して生活できるように住まいを

図２　精神障害者に対する従前および今後の保健医療福祉ケアシステム
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確保し、その上でそこに住み続けるために必要なサービスの開発やケアシステムの構築が必要である。
日本の先進地域である千葉県市川市では、様々な機関が精神障害者に対して生活・就労支援に関する
包括的な支援を重層的に提供していることで知られているが、すまいや社会資源は十分に整備されて
いないと言われている25）。
　地域包括ケアシステムの構成要素の一つであるすまいについては、精神障害者の希望と生活力に応
じた住まい方が確保されていることが必要である。日本では社会的入院の受け皿としてグループホーム、
公営住宅への優先入居等が行われており、精神障害者の賃貸住宅等入居支援事業も行われている26）。
しかし、隣家の生活音が幻聴や幻覚につながり、病状悪化を来すことがある。つまり精神障害者にとっ
て、住まいは病状安定化のための鍵となる重要な意味を持っている。米国では精神障害者の生活保障
として一般住宅を活用し、アフォーダブル住宅として整備し、精神障害者が安心して生活できるシス
テムを構築している27）。日本では平成 26 年に空家等対策の推進に関する特別措置法が公布され
た28）。少子高齢化により今後ますます空家が増加していくため、不動産業界とも協力し、精神障害者
が隣家の生活音を気にしなくてよい住まいを確保していく必要がある。
　また、生活支援・福祉サービスについては、精神障害者が尊厳ある生活を継続できるように自助で
可能な範囲と自助では困難な部分についてアセスメントし、病状に応じてホームヘルプサービスやデ
イケアなどを活用しながら生活支援を行う必要がある。また、精神障害者の脱施設化が進んでいるス
ウェーデンでは行政が精神障害者の衣食住の生活保障や責任を負い、サービスハウスなどの住まいと
ケアサービスをセットで提供する仕組みを有しており29）、すまいと生活支援を組み合わせてパッケー
ジ化することも必要である。
　また医療・予防・介護として、病状の安定のために定期的な通院と処方薬の確実な内服と管理がで
きるように、ICT を活用しながら主治医や訪問看護師と連携して支援する必要がある。精神疾患は
慢性疾患なので、精神障害者本人が病状悪化のサインに気付くことがあると言われている30）。このた
め個々人の病状悪化のサインを専門職が事前に把握・共有しておくことで、その予測が可能になる。
併せて精神障害者の生活習慣病を予防・改善するための支援も必要である。さらに精神障害者の場合、
疾病の種類によって好発年齢が異なるため、個人の能力や障害の程度に応じて社会適応訓練や社会復
帰促進支援など、自立生活を営むためのリハビリテーションに取り組む必要がある。高齢の精神障害
者には長年社会的入院を継続してきた者が含まれているためハードルが高い面があるが、個人の状況
に応じて立案された支援計画に基づき、生活支援と一体的に提供されることが望ましい。
　一方、近隣住民から精神障害者に対する苦情や相談が寄せられた際には、精神障害について理解を
深めるような働きかけをすると共に、「何かあればいつでも相談してほしい」というメッセージを伝え、
インフォーマルな見守りや情報提供をしてくれるような関係を構築することが重要である。また、日
本では欧米よりも精神障害者に対する偏見や Stigma が強いため8）－10）、認知症のような見守りサポー
ターを育成することは難しいかもしれないが、医療機関や支援提供者が当事者達と住民をつなぐフェ
スティバル等を開催し、精神障害者に対する住民の理解を深めるためのキャンペーンを行うことも一
方法とされている25）。

４．おわりに

　精神障害者に対するケアは、入院医療を中心としたケアから community-based care へ移行してお
り、介護保険制度に酷似した仕組みを用いてサービスの支給決定がされている。精神疾患は慢性疾患
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の一つであり、病状によって生活や必要な支援も変化する。精神障害者は医療ニーズが高く、生活面
での支援が必要であるという点は高齢者と共通している。しかし、誰もがいずれ迎える老いの問題は
熱心に議論が行われ研究が進んでいるが、精神疾患に関する問題については障害者の問題として扱わ
れているため歩みが遅い。限られた財源と社会資源を有効に活用していくためには、地域包括ケアシ
ステムの概念枠組みを精神障害者への支援に適用し、対象者の特性の相違を超えたケアシステムとし
て共通の資源の活用を目指し、社会保障費の総コストを削減していく必要がある。
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